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≪⼀般社団法⼈ 不動産協会≫

 設⽴︓昭和３８年（１９６３年）
 団体加盟企業数︓１５７社
 理事⻑︓菰⽥ 正信（三井不動産㈱ 取締役社⻑）

まちづくりを通じた
社会課題の解決

業界全体の規模 業界団体（不動産協会）の規模

不動産業
企業数

337,934社
（内、資本⾦10億以上331社、0.1%）

団体加盟
企業数

157 社
（全体の0.05%、資本⾦10億円以上の

47.4％）

市場規模
不動産業売上⾼

465,363億円
（内、資本⾦10億円以上124,572億円、26.8％）

団体企業
不動産部⾨売上⾼

101,909億円
（全体の21.9％、資本⾦10億円以上の81.8％）

全国
事務所・店舗
（RC/SRC/S）

80,750万㎡
団体企業
オフィスビル

ストック

85社
2,899 万㎡

（3.6％）

主要都市
オフィスビル

ストック
12,969万㎡

（平成30年1⽉1⽇現在）

85社
2,899万㎡

（22.4％）

分譲マンション
供給⼾数

64,921⼾
（三⼤都市圏）

団体企業
分譲マンション

供給⼾数
36,879⼾

（三⼤都市圏の56.8%）

出典（⼀社）不動産協会「環境フォローアップ調査（2020年度版）」
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不動産業環境実⾏計画

 当協会は2013年に「不動産業環境実⾏計画」を策定。2021年に「⻑期ビジョン」を策定した。これらは相互
補完の関係にあり、前者は主に2030年に向けた新築オフィスビル、新築分譲マンション等に関する「環境⾏動
⽬標」で構成。後者は2050年脱炭素社会実現に向けた不動産業としての貢献の⽅向性を取り纏めている。

2050年における社会を想定するとともに、脱炭素社会の実現に向け
て取組むための⼿段や、⽬指すべき⽅向性を整理

不動産業環境実⾏計画(2013〜随時改訂）

不動産業における脱炭素社会実現に向けた⻑期ビジョン

 2030年度におけるエネルギー性能
 レジリエンス向上
 ⾃然環境・⽣物多様性保全
 循環型社会構築
 先進的な取組の推進

新築オフィスビル
に関する環境⾏動⽬標

新築分譲マンション
に関する環境⾏動⽬標

 エネルギー消費量の削減
 ⾃然環境・⽣物多様性保全
 循環型社会構築

⾃らの業務に関する環境⾏動⽬標

当協会策定の「不動産業環境実⾏計画」・「⻑期ビジョン」について

2030年（不動産業環境実⾏計画）
⻑期ビジョンを踏まえた中期⽬標
• 建物のエネルギー性能向上
• レジリエンス向上
• ⾃然環境・⽣物多様性保全
• 循環型社会構築

2050年（⻑期ビジョン）
⽬指すべき社会の実現
• 脱炭素社会（カーボンニュートラル）
• レジリエントな社会
• ⾃然と調和した社会
• 求められる価値の変化への対応

2021年
⻑期ビジョンの策定、実⾏計画の改定

2021年
3⽉策定



5

2050年カーボンニュートラル実現に向けた道筋について

 カーボンニュートラル実現の道筋
 建物の運⽤段階における排出削減対策
 各削減効果の試算（事務所ビル）
 各削減効果の試算（住宅）
 サプライチェーンに応じた環境⾏動⽬標の設定
 脱炭素社会の実現に向けた不動産業における貢献⼿段
 設計・企画段階における2030年⽬標（ZEB・ZEH）
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（参考）⽇本における排出量の全体像と削減⽬標
2019年度における⽇本のエネルギー起源CO2排出量は10億2,949万t-CO2であり、このうち、
業務部⾨が1億9,195万t-CO2（19%）、家庭部⾨が1億5,860万t-CO2（15%）を占める。
パリ協定における我が国のエネルギー起源CO2の2030年における削減⽬標は▲26%であるが、
業務部⾨では▲40%、家庭部⾨では▲39%が求められている。
さらに、2050年カーボンニュートラルに向けては全部⾨で実質ゼロを⽬指すこととなる。
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19％

17%
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15%

37%

20%
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計▲25%

出所）温室効果ガスインベントリオフィス
⽇本の温室効果ガス排出量データ(1990〜2019年度)速報値より作成

CCUSの活⽤なども含め、
ネットゼロを実現
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カーボンニュートラル実現の道筋（概論）
カーボンニュートラルを実現するための⼿段としては、「省エネ」・「排出係数改善」・「電化」・「再エネ調
達」・「イノベーション」が考えられる。

電⼒以外

電⼒

電⼒以外

電⼒

省エネ

省エネ

電化 系統電⼒の排出係数改善

バイオマス、⽔素活⽤等

対策前

（2） （3）

（1）→（2）
省エネによってエネルギー消費量を削減する
電化によって排出係数を（相対的に）改善しやすい電⼒の⽐率を増加させる

（2）→（3）
再エネ由来の電⼒の活⽤により電⼒起源CO2 排出量をゼロに
電⼒以外にはバイオマス燃料や再エネ由来の⽔素等を活⽤しCO2排出量を限りなくゼロに近づけ、CCUS、森

林吸収等により更に削減を図る

CO2排出係数

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
量

電化

再エネ
調達

CCUS
吸収

電
⼒

電
⼒
以
外

（イノベーション）

エネルギー消費量の削減
⇒電化（縦⽅向）

CO2排出係数の改善
⇒イノベーション（横⽅向）

（1）
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建物の運⽤段階における排出削減対策※貢献⼿段の⾒える化

 前⾴の削減対策を不動産業に落とし込むと、以下のように整理される。

※②〜⑥の対策は、この優先順位で実施すべきというものではなく、カーボンニュートラルの
実現には各対策の総動員が必要であることを⽰す

※③については発電事業者による貢献であるため、切り分けて定量化した ※④については③を前提とした取組である

⑦対策後

⑥⽔素活⽤等

⑤再エネ調達

④電化

③電⼒排出
係数改善

②省エネ・再エネ

①対策前
 事務所ビル延床⾯積の2030年、2050年に向けた

変化に合わせてCO2排出量が増減

 新築・建替（ZEB）、省エネ改修、運⽤改善による
エネルギー性能向上、再⽣可能エネルギー設備導⼊

 系統電⼒の排出係数の改善

 化⽯燃料の燃焼から排出係数が改善された電⼒へ
エネルギーを転換することによる排出削減

 ④までの対策実施後に残った電⼒消費量を再エネ電
⼒の調達によって賄う

 化⽯燃料から⽔素やメタンへの転換
 森林吸収への貢献

 住宅⼾数の2030年、2050年に向けた変化に合わ
せてCO2排出量が増減

 新築・建替（ZEH）によるエネルギー性能向上、
再⽣可能エネルギー設備導⼊

 系統電⼒の排出係数の改善

 化⽯燃料の燃焼から排出係数が改善された電⼒へ
エネルギーを転換することによる排出削減

 ④までの対策実施後に残った電⼒消費量を再エネ電
⼒の調達によって賄う

 化⽯燃料から⽔素やメタンへの転換
 森林吸収への貢献

事務所ビル 住宅対策

 ①〜⑥の全ての対策実施後の排出量  ①〜⑥の全ての対策実施後の排出量
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各削減対策の効果の試算（事務所ビル）※貢献⼿段の⾒える化

事務所ビルについて、各対策の効果を⼀定の条件下で推計した結果を以下に⽰す。

2013 2030 2050

(2-1)(1) (2-2) (2-3) (3) (4) (5) (7)

(1) 対策前 (2-3) 省エネ・再エネ（運⽤改善） (5) 再エネ電⼒調達
(2-1) 省エネ・再エネ（新築建替(ZEB)) (3) 電⼒排出係数改善 (6) ⽔素、メタンの活⽤、森林吸収等
(2-2) 省エネ・再エネ（改修） (4) 電化 (7) 全対策後

(2-1)(1) (2-2) (2-3) (3) (4) (5) (6)

我が国の中⻑期的な温室効果ガス削減⽬
標を実現する場合に想定される業界としての
平均的な姿を⽰したものである

100
105 ▲40%

60

10〜15

5〜10
5〜10

10〜15

0〜5 0〜5

97

40〜45
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10〜15

10〜15

10〜20
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年
度

︓
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0と
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場
合

の
CO

2排
出

量

0〜10

(7)

エネルギー性能の低い古い建物
ストックが滅失し、新築のZEBに
置き換わることによる効果であり、
現状の建物の性能からの削減率
を⽰すものではない

カーボン
ニュートラル

の実現

新築/建替 改修 運⽤
排出係

数 電化
再ｴﾈ
調達

（省エネ・再エネ）
改修 運⽤

排出係
数 電化

再ｴﾈ
調達

(省エネ・再エネ) 新技術
他新築/建替
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各削減対策の効果の試算（住宅）※貢献⼿段の⾒える化

(1) 対策前 (4) 電化 (7) 全対策後
(2) 省エネ・再エネ（新築建替(ZEH)） (5) 再エネ電⼒調達（＋α︓2050）
(3) 電⼒排出係数改善 (6) ⽔素、メタンの活⽤、森林吸収等

(2)(1) (3) (4) (5) (7) (2)(1) (3) (4) (5) (6)

2013 2030 2050

100 102 ▲40%

60

20〜25 91

0

10〜15
0〜5

5〜10
45〜50

15〜20

0〜10

0〜20

20
13

年
度

︓
10

0と
した

場
合

の
CO

2排
出

量

我が国の中⻑期的な温室効果ガス削減⽬
標を実現する場合に想定される業界としての
平均的な姿を⽰したものである

0〜15

(7)

住宅について、各対策の効果を⼀定の条件下で推計した結果を以下に⽰す。

エネルギー性能の低い古い建物
ストックが滅失し、新築のZEBに
置き換わることによる効果であり、
現状の建物の性能からの削減率
を⽰すものではない

カーボン
ニュートラル

の実現

排出
係数 電化

再ｴﾈ
調達

省エネ・再エネ
新築/建替

排出
係数 電化

再ｴﾈ
調達

省エネ・再エネ
新築/建替

新技術
他
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サプライチェーンに応じた環境⾏動⽬標の設定
 不動産業のサプライチェーンにおいて、環境⾏動に取組むべき主体はその段階ごとに異なり、

当協会の会員企業が⾃主的・主体的に取組むべき段階としては、設計・企画段階が該当する。
 ⼀⽅で、施⼯段階以降については、他のステークホルダーと連携して取組を進めることが求められる。
 本実⾏計画では、サプライチェーンの段階ごとに、「⾃主的・主体的な取組」と「関係者と連携した取組」のそれ

ぞれについて⽬標を設定した。
 特に、気候変動対策の観点では、グローバル・バリューチェーンを通じたCO2削減貢献量の定量化も⾏っている。

不動産業のサプライチェーン

設計・企画

 ビル・マンションの設計時
点でのエネルギー性能に
起因して発⽣する環境影
響、負荷

⼤規模再開発事業など
⾯的開発に起因して発
⽣する環境影響、負荷

施⼯

開発・建設⾏為に起因し
て発⽣する環境影響、負
荷

建設資材（セメント、鉄
等）の製造等に起因して
発⽣する環境影響、負
荷

運⽤

賃貸先（テナント）、分
譲先（居住者）によるビ
ル・マンションの使⽤に起
因する環境影響、負荷

解体

解体⾏為に起因して
（ゼネコンや搬出業者等
から）発⽣する環境影響、
負荷

会員企業が⾃主的・主体的に
取組む範囲

会員企業が関係者と連携して
取組む範囲

サプライチェーン全体を通じ、他のステークホルダーとも連携して
貢献していくことが重要であり、両者に関する⽬標を設定
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脱炭素社会の実現に向けた不動産業における貢献⼿段（具体例）
 建物単体の脱炭素化に関する貢献⼿段の具体例を以下に⽰す。

設計・企画 施⼯ 運⽤ 解体

建
物
単
体
の
脱
炭
素
化

• 省エネ設計による⼀次エネ
ルギー消費量削減
 ZEH・ZEB化
 ⾼気密・⾼断熱化
 ⾼効率設備の導⼊
 設備の電化

• 再エネ設備導⼊
 太陽光発電設備の導⼊
 蓄電池の導⼊

• 国産⽊材利⽤の促進
 CLT

• 屋上緑化、壁⾯緑化
• 建物の⻑寿命化
 部材の⾼耐久化
 修繕周期の⾼周期化
 メンテナンスしやすい設

計・住棟計画
• 既存施設や緑地の再利⽤
• 設計業務の脱炭素化
 ペーパーレス化推進
 再エネ電⼒利⽤

• 環境に配慮した施⼯業者
の選定

• 建設資材の脱炭素化
 リサイクル品の採⽤
 原材料の地産地消
 建設資材のトレーサビリ

ティ確保
• 重機・⾞両の脱炭素化
 低燃費重機の利⽤
 アイドリングストップの推進
 バイオディーゼル燃料、⽔

素の利⽤推進
• 施⼯業務の脱炭素化
 ペーパーレス化推進
 現場監理のテレワーク化

推進
 再エネ電⼒利⽤

• 省エネ運⽤
 HEMS・BEMSの活⽤
 コミッショニングの推進

• 再エネ電⼒・熱等の調達
• 設備の⾼効率化改修
• メンテナンスの脱炭素化
 ⾜場不要の⻑期修繕

• 管理組合運⽤の脱炭素化
 電⼦化
 無⼈化
 再エネ電⼒利⽤

• 環境に配慮した解体業者
の選定

• 地下躯体の再利⽤
• 建物の改修
 リノベーションによる再利⽤
 ⻑寿命化改修

• 重機・⾞両の脱炭素化
 低燃費重機の利⽤
 アイドリングストップの推進
 バイオディーゼル燃料利⽤

推進
• 建設資材のリサイクル
• 解体業務の脱炭素化
 ペーパーレス化推進
 現場監理のテレワーク化

推進
 再エネ電⼒利⽤
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設計・企画段階における2030年⽬標（ZEB・ZEH）
 不動産協会では、2030年までのZEB・ZEHの普及について、以下のような業界⽬標を設定している。
 2050年に向けては、OrientedからReady、Nearly、net Zeroへとその⽔準を向上させていくことが必要であ

る。
国における2030年に向けたZEBの普及⽬標である「新築建築物の平均でZEBの実現」を踏まえ、
2030年までに実現を⽬指す意欲的な⽬標として、

新築オフィスビルの平均でBEI=60%以下の実現を⽬指す。
このBEIの⽔準は、オフィス部分の延床⾯積が10,000㎡以上のビルにおいては
ZEB Orientedに相当するものである。

なお、BEI=60%の実現は、現時点では⾮常にハードルの⾼い⽔準であり、新たな技術の導⼊に加え、BEIを算出するための計算プログラムにおける未評
価技術の反映や、評価技術による削減効果の実態に合わせた修正など、⽬標実現に向けて引き続き国等との協議を⾏っていく。
加えて、現在のBEIの評価においては、再⽣可能エネルギーを活⽤している場合であっても、それが敷地外部からの調達である場合には算⼊できない考
え⽅となっているが、上記⽬標⽔準の達成やZEBの実現など、今後の脱炭素化の取組を加速させるためには、改めてビルにおける再⽣可能エネルギーの
調達に関する扱いについて、国等を含めた議論を⾏っていくこととする。

国における2030年に向けたZEHの普及⽬標である「新築住宅の平均でZEHの実現」を踏まえ、
2030年度を⽬途に、以下の⽬標の段階的な達成を⽬指す。

・供給する全ての新築分譲マンションにおいて、ZEH-M Orientedの実現を⽬指す
・加えて、先導的にエネルギー性能の向上に取り組むマンションにおいては、ZEH-M Ready の実現を⽬指す

なお、ZEH-M Readyの実現に向けては、太陽光発電などの創エネルギー技術の活⽤が不可⽋であることから、当該技術の⾼効率化、低コスト化が⾮
常に重要であり、その実現に向けてメーカー等との連携・協⼒を図っていくこととする。

ZEB

ZEH
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会員会社における省エネ・創エネの先進事例（⼀例）

 先進事例①（⾯的なエネマネ）
 先進事例②（ZEB)
 先進事例③（ZEH-M)
 先進事例④（再エネ・創エネ）
 先進事例⑤（⽊造）
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先進事例①（まちづくりにおける⾯的なエネルギーマネジメント）

■⽇本橋スマートエネルギープロジェクト（三井不動産） ■丸の内エリアにおける⾯的エネルギー強靭化・脱炭素化 (三菱地所）

出所︓https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/news/2019/0415_01/download/20190415.pdf
(2021/3/26閲覧）

出所︓https://www.mec.co.jp/j/news/archives/mec210325_energy_strategy.pdf
(2021/3/26閲覧)
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先進事例②（ZEB）

Hareza Towerでは、超⾼層複合⽤途ビルとして初めてZEB
Readyを取得。LED 照明や明るさセンサー・⼈感センサー制御、⾼
効率型空冷ヒートポンプパッケージの採⽤など汎⽤性が⾼い設備システ
ムの導⼊に加え、事務所専⽤部における照明照度500lx 器具の選
定など適正な設計条件の検討等を⾏うことで、⾼い環境性能を実現し、
年間⼀次エネルギー消費量を同⽔準の標準的な建物と⽐べ50％
削減。

出所）https://pdf.irpocket.com/C8804/QW2b/ntnw/JTSS.pdf
https://pdf.irpocket.com/C8804/GDpy/U3sM/XSHr.pdf
（2021/3/26閲覧）

■Hareza Tower（東京建物他） ■下地島空港旅客ターミナル（三菱地所他）

本施設では、国が基準とするビルと⽐較して、⼀次エネルギー消費を
68%減らす計画であり、 経済産業省、資源エネルギー庁の「ZEB
ロードマップ」においてはZEB Readyランクに該当、BELS(建築物省
エネルギー性能表⽰制度)では最⾼ランクの認定。 これは空港ターミ
ナルとして全国初の取り組みです。ZEBの実現に対しては、経済産業
省のZEB実証事業制度を活⽤。

また、本施設では、板の⽅向が層ごとに直交するように重ねて接着した
⼤判のパネル「CLT」を、空港ターミナルとして全国で初めて、屋根の
構造材に採⽤。本施設は、1棟あたりのCLT使⽤量で⽇本⼀（約
1,530㎥）の施設として計画され、2019年3⽉竣⼯。 CLTの利⽤に
対しては、林野庁の森林・林業再⽣基盤交付⾦制度を活⽤。沖縄
県が定める地域材(沖縄県内で流通する県産⼜は九州産材等)を使
⽤して、地域の森林・林業再⽣へ貢献。

出所）https://shimojishima.jp/（2021/3/26閲覧）
https://www.mec.co.jp/j/news/archives/mec190401_miyakoshimoji_kaigyo.pdf
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先進事例③（ZEH-M）

プラウドタワー⻲⼾クロスでは、超⾼層マンションとしてZEH-M
Orientedを取得。⾼い遮熱・断熱性を備えたLow-E複層ガ
ラス、⼆重床を利⽤して、住⼾全体にエアコンの⾵を送るセント
ラル⽅式の空調システム、省エネ効果に優れた⾼効率エコ
ジョーズの採⽤などにより、年間⼀次エネルギー消費量を同⽔
準の標準的な建物と⽐べ33％削減。

出所）https://www.nomura-re.co.jp/cfiles/news/n2020092501747.pdf （2021/3/12閲覧）

■プラウドタワー⻲⼾クロス（野村不動産他）■ライオンズ芦屋グランフォート（⼤京）

本物件は、断熱性能を⼤幅に⾼め、⾼効率設備・システムを導
⼊することで、快適な室内環境を保ちつつ、エネルギーの消費量
を削減した「⽇本初のNearly ZEH-M」。（補⾜）専有部の
光熱費削減効果について 断熱性能の向上による省エネと、「次
世代エネファーム」による⾼効率な発電により、⼀次エネルギー消
費量を32％削減。また、太陽光発電で⼀次エネルギー消費量を
48％創エネすることにより、 「省エネ」と「創エネ」で⼀次エネル
ギー消費量の80％以上を削減。

出所︓https://www.daikyo.co.jp/news/dev/files/20190530.pdf （2021/3/26閲覧）
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先進事例④（再エネ・創エネ）

再⽣可能エネルギーの分野において、2014年に「ReENE（リエネ)」のブ
ランドで事業に取り組み、「脱炭素化への貢献」「エネルギー⾃給率向
上」「地域貢献」をキーワードに着実に事業を拡⼤。保有・運営する太陽
光などの発電所は、開発中を含め全国55施設に。2019年4⽉には北
海道初の蓄電池併設型⾵⼒発電所となる「リエネ松前⾵⼒発電所
（北海道松前郡）」が、また同じく国内最⼤級となる「すずらん釧路町
太陽光発電所（北海道釧路郡）」が2020年2⽉から運転を開始。今
後は太陽光や⾵⼒発電事業だけでなく、バイオマス発電事業や次世
代再⽣可能エネルギー事業などにアセットを拡⼤する予定。

■再⽣可能エネルギー事業 ReENE（東急不動産） ■物流施設／再エネ活⽤による環境配慮の取組(東京建物・東京ガス）

出所︓https://tokyu-fudosan-hd-csr.disclosure.site/ja/themes/25 (2021/3/26閲覧）
:https://tokyu-reene.com

物流施設「T-LOGI（ティーロジ）久喜」に可能な限り⼤容量の太陽光パネ
ルを設置。発電した電⼒は施設構内で消費し、環境に配慮した物流施設とし
て ZEB の認証を取得。更に、 「T-LOGI 久喜」で消費しきれない余剰電⼒
については、東京建物が所有する商業施設「スマーク伊勢崎」に東京ガスグルー
プのサービス「ソーラーアドバンス」 の仕組みを活⽤して⾃⼰託送する予定。 今
後建設を予定している物流施設「T-LOGI」シリーズにおいて、「T-LOGI 久
喜」と同様に太陽光パネルの設置や省エネルギー化を推進し、環境配慮型物
流施設（ZEB 物流）を実現。

出所︓https://www.t-logi.jp/pdf/newsrelease_210113_2.pdf (2021/3/26閲覧)
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先進事例⑤（⽊造活⽤※炭素固定）

現存する⽊造⾼層建築物として国内最⼤・最⾼層となる、地上17階建・⾼
さ約70ｍ・延床⾯積約26,000㎡。構造材に使⽤する⽊材量は国内最⼤
規模の1,000m3 超となる⾒込み。三井不動産グループが北海道に保有
する森林の⽊材を積極的に活⽤。建築資材の⾃給⾃⾜、森林資源と地域
経済の持続可能な好循環の実現を⽬指す。最先端の耐⽕・⽊造技術を導
⼊。主要な構造部材には⽵中⼯務店が開発した耐⽕集成材の「燃エンウッ
ド®」を採⽤。その他、床・仕上げ等、各所にも⽊材を積極活⽤。同規模の
⼀般的な鉄⾻造オフィスビルと⽐較して、建築時のCO2排出約20％削減
効果を想定。

出所）https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/news/2020/0929_02/ （2021/3/26閲覧）

国内最⼤・最⾼層の⽊造賃貸オフィスビル計画検討開始
（三井不動産）国産材利⽤拡⼤へ向けた「CLT」の活⽤推進（三菱地所）

同社では2017年度から、専⾨チーム「CLTユニット」を組織。CLTの事業化
に向けた研究開発に取り組み、複数のプロジェクトが進⾏中。この取り組みを
さらにすすめるため、2020年1⽉に新会社MEC Industry（株）を設⽴し、
⿅児島県湧⽔町で⽊材加⼯⼯場建設に着⼿（2022年春頃稼働開始
予定）。2×4やCLTを中⼼とした⽊質建材等の製材、加⼯、製造、組み
⽴て、販売まで⼿掛ける会社で、⼯場⾃体も⽊材をふんだんに使⽤。また、
⽣産ラインでは⿅児島県・宮崎県・熊本県産の地元⽊材を使⽤することで、
「持続可能な⽊材利⽤の推進」に寄与すると考えている。

出所︓https://www.mec.co.jp/j/sustainability/goals/environment/cross-laminated-
timber/ （2021/3/26閲覧）

CLTを床材に採⽤した⽇本初
の⾼層（10階建て）建築物
賃貸マンション「PARK WOOD 
⾼森」

CLTを構造材として採⽤した6階
建以上では国内初の事務所建
築「PARK WOOD office 
iwamotocho」(8階建）

⽇本橋 ⽊造賃貸オフィスビル
（想定規模︓地上17階建、
⾼さ 約70ｍ、延床⾯積 約
26,000m2）

⾚井川村 枝幸町

◆同社が北海道に保有する森林の⼀例

名寄町 ⽻幌町

https://www.mitsuifudosan.co.jp/and_forest/ （2021/3/26閲覧）

北海道の道北地⽅を中⼼に31市町村にまたがる約
5,000haの森林を保有・管理。三井不動産グループの
森が吸収・固定した⼆酸化炭素量約5,343t / 年
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脱炭素社会実現に向けた課題・要望
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「まちづくりを通じた脱炭素社会の実現」に向けて
 当協会では、「不動産業環境実⾏計画」、並びに「⻑期ビジョン」において2050年における社会の

将来像を想定したうえで、業界における脱炭素社会の実現に向けた不動産業の貢献⼿段やその
道筋について整理し、すでに個社単位では、様々な先駆的な取り組みを進めている。

 脱炭素の取り組みは早いほど効果が⼤きいため、このような先駆的な取り組みを、⼀刻も早く
“ベースの取り組み”にしていくことが極めて重要と考えており、その中でも、当業界は業務領域も多
岐に渡り、広範な貢献が可能な産業であり、また、関係者も多いため、共創・イノベーションの可
能性を⼤いに内在していると考えている。

 ⼀⽅で、脱炭素社会の実現に向けた具体的な取組みを”加速”させるためには様々な課題も存
在するため（特にエネルギー分野において当業界は“利⽤側＝需要側”の⽴場）、国の政策や
顧客ニーズ等の社会動向等を機微に捉えつつ、省エネ化の更なる促進や再エネの積極的な活
⽤に繋がりうる⽀援や規制⾒直し等の取組促進策／課題解決策の提案や、新商品・技術開発
等のイノベーションに向けた関係団体との連携・働きかけ等を進めたいと考えている。

当業界は、上記のような業界特性を⽣かして「まちづくりを通じた脱炭素社会の実現」を主
導していく所存であるが、その実現のための課題と要望について、その⼀例を次⾴に列記させ
ていただく。
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脱炭素社会実現に向けての課題と要望（⼀例） ※エネルギー関連

▶ZEH-M／ZEB補助制度の拡充（受付期間柔軟化、基準内全数採択、補助枠拡充）

▶省エネに資する⾼効率設備・建材等の技術開発・低コスト化・採⽤補助制度充実化

▶省エネに資する先端技術・⾼効率設備等の適正な省エネ評価・計算⽅法の整備

▶消費者等への広報活動の強化+誘導インセンティブ付与の検討

再
エ
ネ

▶再エネの需給バランスの適正なコントロール(単価・調達価格）

▶法基準・認証等における「再エネのオフサイト調達」の評価適正化(⾃⼰・隔地・証書等)

▶太陽光パネル等の創エネ設備・施設の導⼊⽀援（補助・規制緩和）

▶⽔素・バイオマス・合成メタン他、新分野の再エネ・創エネにおけるイノベーション促進

▶再エネ活⽤の意義・効果等における消費者・企業への啓蒙

省
エ
ネ

・取組促進

・省エネ設備開発

・適正評価/更新

・ニーズ/メリット

・市場変動リスク
・適正評価
・創エネ促進

・新エネ開発

・ニーズ/メリット

課題ワード 主な要望

チャレンジ⽀援、適正評価、省エネ、省スペース、省コスト、再エネ活⽤、新技術、レジリエンス、ニーズ喚起

他 ・レジリエンス ▶エネルギーのポートフォリオ化⽀援（例︓地域冷暖房/コジェネにおける都市ガスの脱炭素化）
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ご清聴ありがとうございました。


